別紙２
システムメンテナンスサービス仕様書

１．定義

本システムメンテナンスサービス仕様書において、次の各号の用語の意味は、次の各号に定める通りとします。

（１）「ハードウェアサービス」とは、別紙４に記載されるハードウェアメンテナンスサービス仕様書に記載されるサービスをさします。
（２）「ソフトウェアサービス」とは、別紙７に記載されるソフトウェアサポートサービス仕様書に記載されるサービスをさします。
（３）「ＯＳ等」とは、ＯＳとミドルウェアを総称するものとします。

（４）「ＯＳ等のバージョンアップ」とは、セキュリティパッチやサービスパックも含みます。

２．システムメンテナンスサービスの内容

（1） サービス内容

システムメンテナンスサービスの内容は、次に定めるとおりとし、受注者が発注者に提供するサービスは、ハードウェアサービス並びにソフトウェアサービスから構成される別紙３「対象システム構成図」に記載されるのシステム全てを対象とします。
①システム全体として安全に目的の機能を利用できることを保証する
1． ＯＳ等のバージョンアップなど機能に影響がなくとも、セキュリティを確保すること

2． ＯＳ等のバージョンアップなどしてもシステム全体が安定稼動すること

3． ハードやソフトの各メンテ契約を実行した後、全体の安定性が損なわれないこと

4． ＯＳ等のバージョンアップの適応。但しソフトウェアサービス等の動作に支障が無いかどうか確認し、適応すること。
5． ＯＳ等のサポート終了への対応を行いシステム全体が安定稼動すること

6． 既存機器の設定変更及び支援に関して保守内で全て対応すること。但し、国などからの補助がある場合は対象外とする。
7． 受注者により新規機器追加が発生した場合、該当する新規機器の設定作業に関しては対象外とする。

②システム障害

1． 受注者が発注者に提供する製品及びサービスとそれ以外の切り分け方法を明確にすること。ただし、提示された切り分け方法によって判断できない場合の対応については問合せ等に対応すること。また、問合せの結果によっても、切り分けができない場合は、受注者の責により速やかに切り分け作業を行うものとし、受注者のシステム等に原因があることが判明した場合は、受注者の責により速やかにシステム復旧を行うものとすること。
③法改正並びに制度改正等
ア．法改正や全国並びに高知県レベルの制度改正、条例改正、県並びに関連団体対応の改正等対応において対象製品、ハードウェアサービス並びにソフトウェアサービスに関するシステム変更及びインストール作業（当自治体として稼動できる環境とすること）

イ．法改正や全国並びに高知県レベルの制度改正、条例改正、県並びに関連団体対応の改正等対応において対象製品、ハードウェアサービス並びにソフトウェアサービスに関する情報提供

④対象製品、ハードウェアサービス並びにソフトウェアサービスに関するシステム性能分析並びにシステム環境変更作業
⑤次期リプレース

無償でデータを吐き出し提示すること。また、必要な資料であるファイル情報（ファイル形式・ファイルレイアウト・項目属性等の把握できる資料等）等を提供するとともに次期リプレース先業者とのデータ移行協議などにも誠実に対応（出席など）すること。
（２）受注者は、前項に定めるシステムメンテナンスサービスの内容のうち、①のサービスについては、対象製品毎に別途受注者が定める時間帯に行うものとします。③及び④に関するインストール作業については、発注者の業務に支障がないよう発注者受注者で協議した時間帯に行うものとします。
（３）受注者は、障害等が発生した場合、上記サービス内容に基づく対象製品かどうかの判断が難しい場合や、対象外製品と関連が生じる場合でも発注者に協力し、円滑にシステム復旧をします。ただし、本仕様書第２項１号②アに記載する切り分け方法によって切り分けを判断し受注者に障害依頼を行ったにもかかわらず、原因が第三者であった場合でも、いかなる請求を受けないものとします。
また、受注者の判断により第三者に原因があると判断したにも関わらず受注者の責に帰するものがあった場合、受注者の責により速やかにシステム復旧をするものとします。また、第三者から障害調査等に支払い請求が生じた場合、受注者が第三者に請求額全額を支払うものとします。

３．対象外製品

（１）受注者が別途指定するオペレーティングシステム（受注者指定のバージョンとする。）において正常に動作することを受注者が確認したソフトウェア以外は対象外とします。
（２）対象製品のうち、次の各号に定めるもの（以下「規格外製品」という。）は、システムメンテナンスサービスの対象外とします。

①使用許諾契約が終了した対象製品

②発注者または第三者により変更、修正または改造がなされた対象製品

（３）対象システムに含まれる規定外製品その他の対象外製品のためにシステムメンテナンスサービスの提供に支障をきたすと受注者が判断した場合、受注者は、発注者にその旨を書面にて事前に通知し、発注者は、当該通知を受領した後、自己の責任と費用で当該規格外製品を本システムから外し、受注者が円滑にシステムメンテナンスサービスを提供できるようにするものとします。

４．サービス提供先

（１）発注者は、システムメンテナンスサービスの提供先を変更する場合には、変更後の提供先および変更日を、事前に書面にて受注者に通知するものとします。
（２）システムメンテナンスサービスの提供先の変更に伴い、サービス料金その他システムメンテナンスサービスの提供条件を変更する必要があると受注者が判断した場合、発注者受注者協議のうえ、変更後の条件を定めるものとします。ただし、システムメンテナンスサービスの提供先は、日本国内に限られるものとします。

５．対応窓口

システムメンテナンスサービスの提供に関する受注者の対応窓口は、対象製品毎に受注者が定める窓口を別途発注者に通知するものとします。

　
以上
除くかどうか検討要








